
第１号様式（第７条関係） 

 

事業者緊急支援金交付申請書 

 

   年  月  日   

（宛先）津市長 

              （〒５１４－８６１１） 

住 所 津市西丸之内２３番１号 

申請者 氏 名 津市 太郎     ㊞   

法人その他の団体にあっては、    

主たる事務所又は事業所の所     

在地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

 

津市事業者緊急支援金交付要綱第７条第１項の規定により、事業者緊急

支援金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記 

１ 申請者情報 

 

 

① 主な業種  飲食料品小売業 

② 

市内店舗又

は事業所の

所在地 

（代表する１箇所の事業所を記入してください。） 

津市 西丸之内２３番１号          

③ 
事業開始 

年月日 
       平成２３年６月１２日 

④ 資本金額 （法人のみ） 

⑤ 従業員数             １  名 

 

ご申請頂く日を記入下さい。 

法人の場合：代表者印（会社実印） 

個人の場合：認め印 

※自署の場合は押印を省略できます。 

●法人の場合 

本店所在地・法人名・役職・代表者名 

●個人事業者の場合 

住所・氏名 

※個人事業者の場合は、店舗所在地では

なく、住所地を記入してください。 

 

日本産業分類中分類を 

記入してください。 

開業日（法人の場合は設立

日）を記入してください。 



２ 要件確認表 

  令和３年８月の前年同月比又は前々年同月比の減少率が３０パーセン 

ト以上５０パーセント未満となるものを記入してください。 

令和３年９月の前年同月比又は前々年同月比の減少率が３０パーセン 

  ト以上５０パーセント未満となるものを記入してください。 

※ 前年もしくは前々年同月比で５０％以上減少している月（８月又は９

月）がある場合は、その月は対象外となります。 

 

３ 申請額 

   上記の「２ 要件確認表」に基づき申請額を記入してください。ただし、

交付申請額に１，０００円未満の端数があるときは、切り捨ててください。 

  （中小法人等の場合） 

Ⓘ 

８月分 

Ⓙ 

９月分 

Ⓚ 

交付申請額 

（１００千円とⒸ

の小さい方の額） 

      円 

（１００千円とⒼ

の小さい方の額） 

      円 

（Ⓘ＋Ⓙ） 

      千円 

  

（個人事業者の場合） 

Ⓛ 

８月分 

Ⓜ 

９月分 Ⓝ 交付申請額 

（５０千円とⒸの

小さい方の額） 

 ２９，５９９円 

（５０千円とⒼの

小さい方の額） 

 ５０，０００円 

（Ⓛ＋Ⓜ） 

  ７９ 千円 

Ⓐ 
令和３年８月の売上（収入） 

Ⓑ 
令和１年８月の売上（収入） 

 ５４，９６８ 円  ８４，５６７ 円 

Ⓒ 

８月の減少額 

Ⓓ 

８月の減少率 

  

Ⓔ 
令和３年９月の売上（収入） 

Ⓕ 
令和２年９月の売上（収入） 

 ７８，８４０ 円  １３５，０００ 円 

Ⓖ 

９月の減少額 

Ⓗ 

９月の減少率 

  

要件の確認方法は申請要領をご参照ください。 

（一般型は P5～6、雑所得又は給与所得型は P9 を参照） 

 

 

（Ⓑ－Ⓐ） 

 ２９，５９９ 円 

 
（Ⓕ－Ⓔ） 

 ５６，１６０ 円 
（小数点第２位以下切捨て） 

（小数点第２位以下切捨て） 

Ⓑ－Ⓐ 

 Ⓑ 
×100％＝    ％ 

Ⓕ－Ⓔ 

Ⓕ 
×100％＝    ％ 

35.0 

41.6 

 

１，０００円未満の端数は切り捨て 

（※１）本記載例３ページ目を

参照してください。 



（注意事項） 

 ※ 市内に複数の店舗又は事業所を有している場合でも、１事業者１回 

限りの申請となります。 

 ※ 令和元年分又は令和２年分の税申告を白色申告で行った方若しくは主 

たる収入を雑所得又は給与所得として確定申告を行った方については、 

同年の１年間の売上を同年に事業を営む月数で除して得た額を、「２  

要件確認表」のⒷ又はⒻの欄に記載し、減少額を算出してください。 

 ※ 令和元年分又は令和２年分の税申告を行っていない方は、申請できま 

せん。 

 ※ 申請者（法人その他の団体にあっては、代表者）の氏名を自署する場 

合は、押印を省略することができます。 

 ※ 申請内容等について、必要に応じて別途書類を提出していただく場合 

又は現地調査をさせていただく場合があります。 

 

 
◇記載例２ページ目の（※１）について 

前年もしくは前々年同月比で５０％以上売上が減少している月（８月又は９月）があ

る場合は、その月は事業者緊急支援金の支給対象外となります（以下の例を参照）。 

 

 


